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１ 審 査 の 概 要 
 １ 審 査 の 対 象 
 （１）平成１９年度東京都一般会計 
 （２）平成１９年度東京都特別会計 
             特別区財政調整会計 
             地方消費税清算会計 
             小笠原諸島生活再建資金会計 
             母子福祉貸付資金会計 
             心身障害者扶養年金会計 
             中小企業設備導入等資金会計 
             農業改良資金助成会計 
             林業・木材産業改善資金助成会計 
             沿岸漁業改善資金助成会計 
             と場会計 
             都営住宅等事業会計 
             都営住宅等保証金会計 
             都市開発資金会計 
             用地会計 
             公債費会計 
             多摩ニュータウン事業会計 
             臨海都市基盤整備事業会計 
 （３）財  産 
 
 ２ 審 査 の 方 法 

知事から提出された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収

支に関する調書及び財産に関する調書について審査した。 
   審査に当たっては、 
  （１）決算計数は、正確であるか 
  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 
  （３）資金は適正に管理され、効率的に運用されているか 
  （４）財産の取得、管理、処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算についての説

明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 
 
 ３ 審 査 の 期 間 
   平成２０年７月１７日から同年９月５日まで 
 
 



 - 2 -

第２ 審 査 の 結 果 
 １ 決 算 計 数 

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質収支

に関する調書の計数は、証拠書類の計数と符合していることが認められる。 
なお、会計処理については、〔第４ 局別事項〕に記載のとおり、是正・改善を要する事項が認めら

れた。 
財産に関する調書の計数は、次のとおり、その一部に誤りが認められた（詳細は〔第４ 局別事項〕

に記載）。 

 （１）公有財産 

   ア 土     地 
     過大に登載されているもの     １局  １件       １，２０４．８１ ｍ２ 

  
   イ 建     物 
     過大に登載されているもの     ３局 ２１件      ３０，３２６．２５ ｍ２ 

  
     登載漏れとなっているもの     ２局  ８件       ２，０５６．０６ ｍ２ 

  
   ウ 山     林 
     登載漏れとなっているもの     １局  １件       １，７５６．００ ｍ３ 

  

     （分収林立木推定蓄積量） 
   エ 地   上  権 
     過大に登載されているもの     １局  １件          ３３．５７ ｍ２ 

  
   オ 地  役  権 
     登載漏れとなっているもの     １局  １件          ３３．５７ ｍ２ 

  
   カ 無 体 財 産 権 
     登載漏れとなっているもの     １局                  ２ 件 
   キ 出資による権利 
     過大に登載されているもの     １局  ５件    ２０５，０６８，７７６ 円 
（２）物  品 

     過大に登載されているもの     ２局                  ２ 点 
     登載漏れとなっているもの     ４局                 １１ 点 
 （３）債  権 
     計上漏れとなっているもの     １局  １件      ４，８５６，９９５ 円 

 

 ２ 予算の執行状況 

審査に付された一般会計及び特別会計の予算執行は、〔第４ 局別事項〕で付した意見を除き、適

正であると認められる。 

 

 ３ 事業執行等に関する意見 

 （１）全体意見 

  ア 財政状況について 
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平成１９年度一般会計決算は、歳入６兆８，４０３億余円、歳出６兆７，１９５億余円で、形式

収支１，２０８億余円から翌年度に繰り越すべき財源（制度繰越）２１０億余円を差し引いた実質

収支は、９９８億余円の黒字となっている。また、一般会計と特別会計（１７会計）との合算では、

形式収支は２，５７８億余円で、翌年度に繰り越すべき財源２１５億余円を差し引いた実質収支は、

表１のとおり、２，３６２億余円の黒字となっている。この主な要因は、堅調な企業収益や徴収率

向上への取組等を反映し、都税収入が４年連続で増収となったことによるものである。 
しかし、現在、原油価格の高騰や円高により企業収益が落ち込むなど、平成２０年度の都税収入

は、法人二税が前年度を下回る可能性が高まっており、さらに、法人事業税が平成２１年度から一

部国税化されることにより、都の歳入は減収局面を迎えると見込まれている。 
こうした中にあっても、都は、「１０年後の東京」の実現に向けた取組を始めとする、将来の東京

を見据えた施策及び現下の都民生活を守る施策を、確実かつ継続的に実施し都民の期待に応えてい

かなければならない。 
そのためには、都民の税金を最大限効率的に活用するという認識のもと、３年目を迎える新公会

計制度を活用しつつ、経済性、効率性及び有効性の観点から事業の成果などを不断に検証するとと

もに、財政を取り巻く状況の変化に柔軟に対応できるよう、揺るぎない財政基盤の構築に引き続き

努めていくことが必要である。 
 
（表１）一般会計と特別会計を合算した実質収支の推移           （単位：百万円） 

 
イ 財産管理について 
公有財産（土地・建物）等については、〔第２ 審査の結果 １ 決算計数〕のとおり、各局にお

いて公有財産や物品の過大登載・登載漏れ及び債権の計上漏れが認められた。 
各局においては、公有財産等は都民からの負託を受けた貴重な財産であることから、適正な管理

の必要性を改めて認識するとともに、平成１８年度に導入された財務諸表を活用し、事務の適正な

執行に努められたい。 
 
ウ 資金運用について 
都の資金運用は、平成１９年度資金管理計画に沿って運用されている。 
歳計現金等については、堅調な企業収益を反映し税収増となったものの、年度当初に東京オリン

ピック開催準備基金など４基金への積立てを行ったことなどにより、運用可能資金の年間の平均残

高が減少したが、支払準備金の圧縮に努めたことから、定期性預金での運用割合は９割を超えてい

る。 
基金については、約４割を債券で運用しており、その運用期間の上限を原則２年としているが、

最長で５年程度の運用も一部行っている。また、年度当初に積立てが行われたことから、年間の平

 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度

実 質 収 支 172,087 142,379 133,930 208,632 296,089 236,243

対前年増(△)減 34,328 △ 29,708 △  8,449 74,702 87,457 △ 59,846
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均残高が増加している。 
このように、可能な限り効率的な運用を行ったことにより運用利回りが向上したことなどから、

表２のとおり、運用収入が増加している。 
しかしながら、国内の景気には陰りが見られることなどから、国内外の景気動向や金融情勢の先

行きを従来にも増して注視し、安全かつ効率的な資金運用を行うことが望まれる。 
 

   （表２）運用利回りなどの比較                        （単位：億円） 

 平成１９年度 平成１８年度 増（△）減 
平均残高 ９，９２４ １１，２６５ △   １，３４１
利 回 り ０．３００％ ０．０９９％ ０．２０１％歳 計 現 金 等 

運用収入 ２９ １１ １８

平均残高 １６，６５８ ９，８４８ ６，８１０

利 回 り ０．８３７％ ０．４８４％ ０．３５３％基     金 

運用収入 １３９ ４７ ９２

平均残高 ２６，５８２ ２１，１１３ ５，４６９
合     計 

運用収入 １６８ ５８ １１０
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（２）局別意見 

平成１９年度各会計歳入歳出決算審査に当たり、各局の予算の執行状況等について審査した結果、 

〔第４  局別事項〕で意見を付したとおり、一部に問題が認められた。その概要については次のとお

りである。 

 

《都市整備局》 

ア 住宅建設資金あっせん制度に基づく損失補償について 
都市整備局は、「東京都個人住宅建設資金融資あっせん制度要綱」により、個人住宅の取得が困難な

者に対し、資金の融資を金融機関にあっせんしてきた。このあっせん制度に基づく損失補償実施後の

債権の取扱いについて見たところ、金融機関が債権の保全及び回収に努めることとなっているが、金

融機関は残元金、利息の補てんを受けた後であるから、積極的に回収を行う経済的動機に欠けること

となる。したがって、損失補償実施後の債権は、局が回収努力を行わなければ回収できない仕組みと

なっている。 
今後とも、多額の損失補償が見込まれることから、損失補償実施額を最小限にするとともに、損失

補償実施後の債権を効率的に回収することが必要である。これにより、損失補償実施額から回収額を

差し引いた実質的な経費を最小限とすることができる。 
しかしながら、局は、損失補償の実施に当たり、抵当権の実行については確認しているものの、金

融機関から回収可能性に係る情報を取得しておらず、また、損失補償実施後においても回収の努力を

行っていない。 

局は、住宅建設資金あっせん制度に基づく損失補償に係る経費が必要最小限となるよう方策を検討

されたい。 
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第３ 決 算 の 概 要 
 １ 決 算 の 総 括 
 （１）歳入歳出決算の状況 
    歳入歳出決算の総額は、一般会計と特別会計とを合算すると、表３のとおり 
     歳  入   １１兆３，１６７億余円 
     歳  出   １１兆  ５８８億余円 
     差  引      ２，５７８億余円 
   となっており、これを会計別に見ると、表４及び表５のとおりである。 
 
               歳 入 歳 出 決 算 総 括 
 （表３）                                  （単位：百万円） 

会 計 別 歳 入 決 算 額 歳 出 決 算 額 差  額 摘  要 

一 般 会 計 ６，８４０，３４８ ６，７１９，５３２ １２０，８１５ 
内訳は（表４）

のとおり 

特 別 会 計 
(１７会計合算) 

４，４７６，３５９ ４，３３９，３６３ １３６，９９５ 
内訳は（表５）

のとおり 

合      計 １１，３１６，７０７ １１，０５８，８９６ ２５７，８１１  
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                                一  般  会  計  歳 

  （表４） 

歳                 入 

科    目  (款) 予  算  現  額 決    算    額 比較増(△)減額 収入率 

   1  都          税     ５,４９２,７７６     ５,５０９,５０８          １６,７３１  １００.３ 

   2  地 方 譲 与 税          ３,５５２          ３,４５９  △            ９３   ９７.４ 

   3  助 成 交 付 金                 ２２                 ２２                   ０  １００.０ 

   4  地方特例交付金      ６２,４５０         ６２,４５０             ０  １００ 

   5  特 別 交 付 金            ４,８４８            ４,６８３  △           １６４    ９６.６ 

   6  分担金及負担金          １７,４６８          １６,０７０  △        １,３９８    ９２.０ 

   7  使用料及手数料         ９９,９７５         ９３,７９８  △        ６,１７７    ９３.８ 

   8  国 庫 支 出 金        ３６４,８４８        ３２６,７８４  △      ３８,０６４    ８９.６ 

   9  財  産  収  入          ６０,３９５          ６１,７３４          １,３３９  １０２.２ 

  10  寄    附    金               １１７               １４９                ３２  １２７.４ 

  11  繰    入    金         ３６,８３３         ２６,１７９  △      １０,６５４   ７１.１ 

  12  諸    収    入        ４３０,４１１        ４３４,５２０           ４,１０９  １０１.０ 

  13  都          債        ２９２,９５３        １３０,１０９  △    １６２,８４３    ４４.４ 

  14  繰    越    金        １７０,８７７        １７０,８７７                   ０  １００.０ 

     

     

     

合        計     ７,０３７,５３２     ６,８４０,３４８  △    １９７,１８４    ９７.２ 

 
 
                               歳 入 歳 出 決 算 額 の 差 額 
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 入  歳  出  決  算 

                                    （単位：百万円、％） 

歳                 出 

科    目  (款 ) 予  算  現  額 決    算    額 翌年度繰越額 不  用  額 執 行 率

1 議   会   費          ５,７２１   ５,３０５            ０        ４１５     ９２.７

2 総   務   費      ２０５,７８６     １８７,４２８          １７     １８,３４０     ９１.１

3 徴 税 費        ９５,０００      ９１,２７５           ０      ３,７２４     ９６.１

4 生活文化スポーツ費       ４２,３１２       ４０,５２４            ０      １,７８７     ９５.８

5 都 市 整 備 費      ２８３,２７３      ２４９,３３４ ２,３４７ ３１,５９１     ８８.０

6 環  境  費       ８１,５８７       ７０,１１４        １５６ １１,３１５     ８５.９

7 福 祉 保 健 費      ８７３,０６７      ８０６,８０７          ０ ６６,２６０     ９２.４

8 産 業 労 働 費      ２６２,５１６    ２５５,２４３       ２８４       ６,９８８     ９７.２

9 土   木   費      ４９９,３５８     ４２９,５１７   ３８,９１６     ３０,９２３     ８６.０

10 港   湾   費        ７１,８４１      ５６,０６１     ２,８０６ １２,９７２     ７８.０

11 教   育   費      ７９３,９７８    ７６３,８２６            ０     ３０,１５１     ９６.２

12 学   務   費      １４９,７１６    １４６,２０４            ０    ３,５１１     ９７.７

13 警   察   費      ６３６,２７８     ６０９,５２６     １,２３９ ２５,５１２     ９５.８

14 消   防   費      ２４７,９９６     ２４０,４６７        １５６   ７,３７２     ９７.０

15 公   債   費      ６２８,１２８  ６２８,１１９            ０           ８ １００.０

16 諸 支 出 金   ２,１５５,９７１ ２,１３９,７７３            ０ １６,１９８     ９９.２

17 予   備   費      ５,０００    ０     ０    ５,０００       ０ 

合       計   ７,０３７,５３２ ６,７１９,５３２   ４５,９２５ ２７２,０７４     ９５.５

 

 

 １２０,８１５百万円 
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                                         特  別  会  計  歳 
（表５）                            

歳        入 
会 計 名 

予 算 現 額 決  算  額 比較増（△）減額 収入率 

1 特別区財政調整会計 １，０１７，６４０ １，０１７，６３９ ０ １００.０

2 地方消費税清算会計 １，１３６，７４７ １，０４１，５２７ △  ９５，２１９ ９１.６ 

3 小笠原諸島生活再建資金会計 ３８６ ６０８ ２２２ １５７.５

4 母子福祉貸付資金会計 ４，６８３ ４，８００ １１７ １０２.５

5 心身障害者扶養年金会計 １２９，７２０ １２７，７１８ △   ２，００１ ９８.５

6 中小企業設備導入等資金会計 ５，９３７ ６，４２８ ４９１ １０８.３

7 農業改良資金助成会計 １４０ １８８ ４８ １３４.３

8 林業・木材産業改善資金助成会計 ５２ ７５ ２３ １４４.２

9 沿岸漁業改善資金助成会計 ４８ ８４ ３６ １７５.０

10 と場会計 ７，１４５ ６，１２７ △   １，０１７ ８５.８

11 都営住宅等事業会計 １５７，６５３ １４６，８５８ △  １０，７９４ ９３.２

12 都営住宅等保証金会計 ６，２８１ ７，２０８ ９２７ １１４.８

13 都市開発資金会計 ７，４１７ ６，２１６ △   １，２００ ８３.８

14 用地会計 ９２，６８４ ９１，５６０ △   １，１２３ ９８.８

15 公債費会計 １，９６４，０５１ １，９５７，１１１ △   ６，９３９ ９９.６

16 多摩ニュータウン事業会計 ２０，４４７ ３１，７７３ １１，３２６ １５５.４

17 臨海都市基盤整備事業会計 ４９，１０５ ３０，４２９ △  １８，６７５ ６２.０

合    計 ４，６００，１３６ ４，４７６，３５９ △ １２３，７７７ ９７.３
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入  歳  出  決  算    

                                    （単位：百万円、％） 

歳        出 

予 算 現 額 決  算  額 翌年度繰越額 不  用  額 執行率 

歳 入 歳 出 

決算額の差額 

１，０１７，６４０ １，０１７，６３９ ０ ０ １００.０ ０

１，０３６，２５１ ９５８，０５４ ０ ７８，１９６ ９２.５ ８３，４７３

３８６ ０ ０ ３８６ ０ ６０８

４，６８３ ３，９１７ ０ ７６５ ８３.６ ８８３

１２９，７２０ １２７，７０２ ０ ２，０１７ ９８.４ １５

５，９３７ ３，６８１ ０ ２，２５５ ６２.０ ２，７４７

１４０ ６３ ０ ７６ ４５.０ １２５

５２ ０ ０ ５１ ０.０ ７５

４８ ３７ ０ １０ ７７.１ ４６

７，１４５ ６，１２７ ０ １，０１７ ８５.８ ０

１５７，６５３ １４４，８３８ ５，４７８ ７，３３６ ９１.９ ２，０１９

７３１ ５９４ ０ １３６ ８１.３ ６，６１３

７，４１７ ６，２１６ ０ １，２００ ８３.８ ０

９２，６８４ ８１，５９９ ２１４ １０，８７０ ８８.０ ９，９６１

１，９６４，０５１ １，９５７，１１１ ０ ６，９３９ ９９.６ ０

２０，４４７ １９，６９８ ０ ７４８ ９６.３ １２，０７５

２１，５５６ １２，０８１ １，７８１ ７，６９４ ５６.０ １８，３４８

４，４６６，５４２ ４，３３９，３６３ ７，４７３ １１９，７０４ ９７.２ １３６，９９５
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（２）決算収支の状況 
決算の収支状況は表６のとおり、一般会計及び特別会計を合計した実質収支の額は、歳入総額か

ら歳出総額を差し引いた形式収支の額２，５７８億余円から翌年度へ繰り越すべき財源２１５億余

円を差し引いた２，３６２億余円となっている。 
また、当該年度実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支（一般会計分）は、表７

のとおり、４８９億余円の赤字となっている。 
 

 
 （表６）実質収支の状況 
                                     （単位：百万円） 

区      分 一般会計 特別会計 合  計 
 歳 入 総 額  ①     6,840,348     4,476,359      11,316,707 

 歳 出 総 額  ②     6,719,532     4,339,363      11,058,896 

 形 式 収 支  ③＝①－②       120,815       136,995         257,811 
 翌年度へ繰り越すべき財源  ④        21,007           560          21,568 

 実 質 収 支  ⑤＝③－④        99,807       136,435         236,243 

 
（表７）単年度収支・実質収支（一般会計分）の推移 

                                     （単位：百万円） 

 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度
単年度収支 △     9,738      15,077 46,293 82,151 △  48,907

実 質 収 支  5,192 20,270 66,563 148,715       99,807

 
(注）１ 形式収支とは、現金ベースでの収支の結果を示すもので、当該年度中に収入された現金（歳

入総額）から、支出された現金（歳出総額）を単純に差し引いたものである。 
２ 翌年度に繰り越すべき財源とは、翌年度繰越額から、事業の繰越しに伴う国庫補助金等の未

収入特定財源を差し引いたものである。 
３ 実質収支とは、形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いたものである。 
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 ２ 執 行 状 況 
平成１９年度予算は、「東京の魅力のさらなる向上を目指し、新たなステージにおいて力強い第一歩

を踏み出す予算」と位置づけ、 
 ① 安全・安心の確保、福祉・医療の充実、産業の振興、環境問題への先駆的取組、都市基盤の整

備など様々な分野で、１０年後の東京の姿を展望しながら、バランスよく財源を配分し、都民の

負託に積極的に応えること 
② 「隠れ借金」の解消や「負の遺産」の処理に積極的に取り組むとともに、将来の膨大な財政需

要に備えて基金の充実を図ることで、景気の変動にも左右されない、揺るぎない財政基盤の構築

を目指すこと 
を基本として編成したものである。 

   以下、会計別（一般会計及び特別会計）の執行状況について述べる。 
 
 （１）一般会計 
                                   （単位：百万円、％） 

増（△）減 
 平成１９年度決算額 平成１８年度決算額

額 率 
 歳入（収入済額）   ６，８４０，３４８   ６，５４６，４４６   ２９３，９０２      ４．５
 歳出（支出済額）   ６，７１９，５３２   ６，３７５，５６９   ３４３，９６３      ５．４
差     引       １２０，８１５       １７０，８７７  △ ５０，０６１  △２９．３

 
一般会計は、東京都が行う行政の大部分を経理する会計である。主な財源は都税であり、別表１

（１５４ページ）のとおりとなっている。社会福祉・保健衛生・教育の事業、警察・消防の運営、

道路・公園の建設などに要する経費を支出している。 
予算・決算状況について見ると、表４（８ページ）のとおり、歳入は、予算現額７兆３７５億余

円に対し、決算額は６兆８，４０３億余円で、１，９７１億余円の減となっている。これは、主と

して、都税が１６７億余円増加したものの、都債が１，６２８億余円の減となったためである。ま

た、前年度比では、上表のとおり、２，９３９億余円（４．５％）の増である。 
収入率は、前年度９８．１％から０．９ポイント下降して９７．２％となっている。 
歳出は、予算現額７兆３７５億余円に対し、決算額６兆７，１９５億余円、翌年度繰越額４５９

億余円、不用額２，７２０億余円である。また、前年度比では、３，４３９億余円（５．４％）の

増である。 
執行率は、前年度と同率の９５．５％となっている。 
歳入・歳出の各款別の執行状況は、次のとおりである。
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 ア 歳 入 
 
 第１款 都 税 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１９年度 5,492,776 5,628,200 5,509,508     13,048    106,625     16,731   100.3

法 人 二 税 2,596,664 2,650,607 2,616,252      4,956     30,079     19,587   100.8 
その他都税 2,896,111 2,977,592 2,893,255      8,091     76,546 △   2,855    99.9

平成１８年度 4,877,114 5,033,484 4,923,639     18,863     91,841     46,525   101.0

法 人 二 税 2,356,763 2,427,046 2,392,758     10,068     24,834     35,994   101.5 
その他都税 2,520,350 2,606,437 2,530,881     8,794     67,006   10,530   100.4

額 615,662    594,715   585,868 △  5,814 14,784   比  較 
増(△)減 率      12.6      11.8      11.9 △   30.8 16.1   

 
都税は、都民税をはじめとする１７税目で構成されており、予算現額５兆４，９２７億余円に対

し、収入済額５兆５，０９５億余円で、収入率１００．３％となっている。 
これを法人二税（法人事業税及び法人都民税）とその他都税に大別して見ると、法人二税は、予

算現額２兆５，９６６億余円に対し、収入済額２兆６，１６２億余円、収入率１００．８％であり、

堅調な企業収益により前年度と比べて２，２３４億余円（９．３％）の増となっている。 
その他都税は、予算現額２兆８，９６１億余円に対し、収入済額２兆８，９３２億余円、収入率

９９．９％であり、その主な内訳は、固定資産税・都市計画税（１兆２，１０９億余円）、個人都民

税（７，７８０億余円）、繰入地方消費税（３，４８８億余円）で、前年度と比べて３，６２３億余

円（１４．３％）の増となっている。 
なお、収入未済額は、１，０６６億余円で、前年度と比べて１４７億余円（１６．１％）の増と

なっている。 
 
 第２款 地方譲与税 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１９年度      3,552      3,459      3,459          0          0 △   93    97.4 
平成１８年度    232,311    232,302    232,302          0          0 △    9   100.0 

額 △ 228,758 △ 228,842 △ 228,842          0          0   比  較 
増(△)減 率 △  98.5 △   98.5 △   98.5       －       －   
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地方譲与税は、本来地方公共団体が収入すべきものを、国がいったん国税として徴収し、一定の

基準で地方公共団体に譲与する税の総称であり、前年度に比べ２，２８８億余円（９８．５％）の

減となっている。この主な理由は、税源移譲に伴い暫定的に措置された所得譲与税が廃止されたこ

とによるものである。 
地方譲与税の主なものは、地方道路譲与税で、収入済額２４億余円となっている。 

 
 第３款 助成交付金 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１９年度         22         22         22          0          0          0   100.0 
平成１８年度         20         21         21          0          0          0   105.0 

額          1          0          0          0          0   比  較 
増(△)減 率       5.0       0.0       0.0       －       －   

 
助成交付金は、国有提供施設等所在市町村助成交付金（特別区内に所在する米軍基地関係施設及

び自衛隊特定施設に係る交付金）を収入したものである。 
 
 第４款 地方特例交付金 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１９年度     62,450     62,450     62,450          0          0          0   100 
平成１８年度    159,871    181,507    181,507          0          0     21,636   113.5 

額 △  97,421 △ 119,057 △ 119,057          0          0   比  較 
増(△)減 率 △   60.9 △   65.6 △   65.6       －       －   

 
地方特例交付金は、平成１１年度に創設された恒久的な減税に伴う地方税の減収の一部を補てん

するために交付される「減税補てん特例交付金」、平成１９年度より更に拡充された児童手当制度に

伴う地方負担の増加に対応するため交付される「地方特例交付金」を収入したものである。 
収入済額は前年度に比べ１，１９０億余円（６５．６％）の減となっており、その主な理由は、

児童手当特例交付金が地方特例交付金となり１７億余円の増加となったものの、減税補てん特例交

付金が１，２０７億余円の減となったことによるものである。 
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 第５款 特別交付金 
                                      （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１９年度      4,848      4,683      4,683          0          0 △     164    96.6 
平成１８年度      4,834      4,787      4,787          0          0 △      47    99.0 

額  13 △    103 △     103          0          0        比  較 
増(△)減 率 0.3 △    2.2 △    2.2       －       －   

 
特別交付金は、国に納付された交通反則金に係る収入を原資として、地方公共団体が行う道路交

通安全施設の設置及び管理に要する費用に充てるため、交通事故発生件数等を基準として国から交

付される交通安全対策特別交付金である。 
 
 第６款 分担金及負担金 
                                      （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１９年度     17,468     16,733     16,070         73        589 △   1,398    92.0 
平成１８年度     16,362     16,040     15,339         62        638 △   1,023    93.7 

額     1,105        692        731        10 △      49   比  較 
増(△)減 率       6.8       4.3       4.8    16.1 △    7.7   

 
分担金及負担金は、特定の事業の施行によって利益を受ける者から、受益の程度に応じて事業に

要する経費を収入するものである。 
分担金及負担金の主なものは、土木費負担金（１３５億余円）であり、その主なものは、街路整

備に伴う負担金（１２４億余円）である。 
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 第７款 使用料及手数料 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１９年度     99,975     94,211     93,798         21        391 △   6,177    93.8 
平成１８年度     93,786     91,488     91,104         29        356 △   2,681    97.1 

額      6,188    2,723    2,693 △       7         35   比  較 
増(△)減 率       6.6     3.0     3.0 △   24.1       9.8   

 
使用料及手数料は、公の施設の利用料等である使用料と特定の者に提供される行政サービスの対

価である手数料とを収入するものである。 
使用料及手数料のうち、使用料は収入済額６４９億余円であり、主な内訳は、土木使用料（２４

１億余円）、福祉保健使用料（２３４億余円）、教育使用料（１２５億余円）である。 
また、手数料は収入済額２８８億余円であり、主な内訳は、警察手数料（２０９億余円）、環境手

数料（２１億余円）である。 
 
 第８款 国庫支出金 
                                      （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１９年度    364,848    326,784    326,784          0          0 △  38,064    89.6 
平成１８年度    362,843    331,040    331,040          0          0 △  31,802    91.2 

額      2,005 △   4,256 △   4,256          0          0   比  較 
増(△)減 率       0.6 △    1.3 △    1.3       －       －   

 
国庫支出金は、国が事業の経費の全部又は一部を負担することとされている国庫負担金、国が特

定の事業を奨励するため、又は地方公共団体の財政上の特別な必要に基づき支出する国庫補助金及

び国からの委託事務に伴う委託金を収入するものである。 
国庫支出金のうち、国庫負担金は予算現額１，７４２億余円に対し、収入済額１，８１０億余円、

収入率１０３．９％であり、主な内訳は、教育費国庫負担金（１，１７２億余円）、土木費国庫負担

金（３４１億余円）、福祉保健費国庫負担金（２３１億余円）である。 
次に、国庫補助金は予算現額１，７８０億余円に対し、収入済額１，３４７億余円、収入率７５．

７％であり、主な内訳は、土木費国庫補助金（６２８億余円）、学務費国庫補助金（１６６億余円）、

都市整備費国庫補助金（１５２億余円）、福祉保健費国庫補助金（１３２億余円）である。 
委託金は収入済額１０９億余円であり、主な内訳は、総務費委託金（６６億余円）、福祉保健費委

託金（３４億余円）、産業労働費委託金（７億余円）である。 
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 第９款 財産収入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１９年度     60,395     62,141     61,734         65        341    1,339   102.2 

平成１８年度     34,726     44,490     44,149          0        341    9,422   127.1 

額     25,669   17,650   17,585         64          0   比  較 
増(△)減 率      73.9    39.7    39.8       －     －   

 
財産収入は、都有財産の売払収入及び運用収入で、前年度に比べ１７５億余円（３９．８％）の

増となっている。この主な理由は、財産売払収入のうち、土地の売払実績の増によるものである。 
財産収入のうち、財産売払収入は、収入済額３９０億余円であり、主なものは、土地売払収入（２

９１億余円）、代替地売払収入（１９億余円）である。 
また、財産運用収入は収入済額２２６億余円であり、その内訳は、利子及配当金（１５１億余円）、

財産貸付収入（７５億余円）である。 
 
 第１０款 寄附金 
                                      （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１９年度        117        149        149           0          0         32  127.4 
平成１８年度         10        206        206           0          0        195   － 

額      106 △   57 △   57          0          0   比  較 
増(△)減 率     － △   27.7 △   27.7       －       －   

 
寄附金は、緑の東京募金事業に対して寄せられたものなどである。 
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 第１１款 繰入金 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１９年度      36,833      26,179      26,179          0          0 △  10,654    71.1 
平成１８年度      21,886      35,703      35,703          0          0     13,816   163.1 

額    14,947 △    9,523 △    9,523          0          0   比  較 
増(△)減 率     68.3 △    26.7 △    26.7        －        －   

 
繰入金は、各種基金の取崩し分、公営企業会計からの職員共済組合等負担金、特別会計の土地処

分金等を一般会計に繰り入れるもので、前年度に比べ９５億余円（２６．７％）の減となっている。

この主な理由は、土地の処分に伴う用地会計繰入金の実績減によるものである。 
繰入金のうち、特別会計繰入金は収入済額９８億余円であり、主な内訳は、用地会計繰入金（４

３億余円）、都市開発資金会計繰入金（４２億余円）である。 
公営企業会計繰入金は収入済額１０９億余円であり、主な内訳は、病院会計繰入金（６０億余円）、

臨海地域開発事業会計繰入金（１４億余円）、下水道事業会計繰入金（１１億余円）である。 
基金繰入金は収入済額５４億余円であり、主な内訳は、区市町村振興基金繰入金（３２億余円）、

障害者自立支援対策臨時特例基金繰入金（１４億余円）である。 
 
 第１２款 諸収入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に 
対する収入 
済額の増減 

収入率 

平成１９年度    430,411    467,881     434,520      2,823     30,553       4,109  101.0

平成１８年度    414,230    448,867     411,030      5,157     32,693 △    3,199      99.2
額     16,181   19,013      23,490 △  2,334 △   2,139   比  較 

増(△)減 率       3.9     4.2        5.7 △   45.3 △    6.5   

 
諸収入は、各種の貸付金元利収入、受託事業の収入、宝くじの収益事業収入、その他の雑入等を

収入したもので、前年度に比べ２３４億余円（５．７％）の増となっている。この主な理由は、中

小企業融資資金に係る貸付金元利収入の実績増によるものである。 
諸収入の主なものは、貸付金元利収入（２，５２８億余円）、収益事業収入（６９８億余円）、受

託事業収入（５０９億余円）である。 
なお、収入未済額の主なものは、貸付金等に係る延滞金（１５４億余円）、各種貸付金の元利収入

（４８億余円）、都税の加算金（３６億余円）である。 
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 第１３款 都 債 
                                      （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１９年度     292,953     130,109     130,109          0          0 △  162,843    44.4 
平成１８年度     369,168     189,430     189,430          0          0 △  179,737    51.3 

額 △   76,215 △   59,320 △   59,320          0          0   比  較 
増(△)減 率 △    20.6 △    31.3 △    31.3       －       －   

 
都債は、社会資本の整備や都市改造等の財政需要に応えていくための財源の一つとして発行した

もので、前年度に比べ５９３億余円（３１．３％）の減となっている。この主な理由は、都市整備

債及び土木債などの発行が少なかったことによるものである。 
都債の主なものは、街路整備費等に係る土木債（８１１億余円）、羽田空港の再拡張事業貸付金等

に係る都市整備債（１９３億余円）である。 
 
 第１４款 繰越金 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１９年度     170,877     170,877     170,877          0          0          0   100.0 
平成１８年度      86,183      86,183      86,183          0          0          0   100.0 

額   84,693   84,693   84,693          0          0   比  較 
増(△)減 率       98.3       98.3       98.3       －       －   

 
    前年度からの繰越金を収入したものである。 
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  イ 歳 出 
 
  第１款 議会費 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１９年度          5,721          5,305              0            415     92.7 
平成１８年度          5,751          5,313              0            437     92.4 

額 △        30 △           8              0 △          21  比  較 
増(△)減 率 △     0.5 △        0.2           － △        4.8  

 
議会費は、都議会議員の報酬、都議会の運営等に要する経費を支出したものである。 

 
  第２款 総務費 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１９年度        205,786        187,428             17         18,340     91.1 
平成１８年度        208,207        183,949             18         24,240     88.3 

額 △       2,421        3,479 △      1 △    5,899  比  較 
増(△)減 率 △        1.2         1.9 △        5.6 △       24.3  

 
総務費は、区市町村行財政の振興経費、職員の退職手当及び年金、庁舎の維持管理、防災対策、

統計事務、知事本局、総務局及び財務局等の管理運営等に要する経費を支出したものである。 
総務費の主な内訳は、区市町村行財政の振興経費（７６７億余円）、職員の退職手当及び年金費（４

４７億余円）、総務局・財務局の管理運営経費である総務管理費（２５５億余円）である。 
 
  第３款 徴税費 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１９年度         95,000         91,275              0          3,724     96.1 
平成１８年度         85,704         80,990              0          4,713     94.5 

額        9,296       10,285              0 △         989  比  較 
増(△)減 率        10.8        12.7           － △       21.0  

 
徴税費は、都税の賦課徴収及び滞納処分等に要する経費を支出したもので、前年度に比べ１０２

億余円（１２．７％）の増となっている。この主な理由は、区市町村へ交付する徴収交付金に要す

る徴収事務費の増によるものである。 
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  第４款 生活文化スポーツ費 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１９年度         42,312         40,524              0          1,787     95.8 
平成１８年度         18,867         17,648              0          1,218     93.5 

額         23,445       22,875              0            569  比  較 
増(△)減 率         124.3       129.6           －          46.7  

 
生活文化スポーツ費は、文化振興施策、スポーツ振興施策、広報広聴、都民生活の支援等に要す

る経費を支出したもので、前年度に比べ２２８億余円（１２９．６％）の増となっている。この主

な理由は、スポーツ・文化振興交流基金の新規積立に要する管理費の増によるものである。 
生活文化スポーツ費の主な内訳は、職員の給与やスポーツ・文化振興交流基金の積立てに係る管

理費（２４３億余円）、江戸東京博物館等の運営や文化事業の推進等に係る文化振興費（７５億余円）、

スポーツ振興施策の企画調整、体育の振興、東京国体や東京オリンピックに向けたスポーツの振興、

体育施設の整備や東京大マラソン祭りの開催に係るスポーツ振興費（３０億余円）等である。 
 
  第５款 都市整備費 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１９年度        283,273        249,334          2,347         31,591     88.0 
平成１８年度        266,792        237,521          5,928         23,342     89.0 

額    16,480       11,812 △       3,580          8,249  比  較 
増(△)減 率         6.2         5.0 △       60.4          35.3  

 
都市整備費は、都市基盤の整備、土地区画整理、市街地再開発、住宅政策の推進等の各事業に要

する経費を支出したもので、前年度に比べ１１８億余円（５％）の増となっている。この主な理由

は、公社都民住宅供給助成の社債元金償還補助に要する東京都住宅供給公社助成費の増によるもの

である。    
都市整備費の主な内訳は、都市高速鉄道建設に対する補助等を行う都市基盤施設等助成費（８１

０億余円）、都市改造事業を行う都市改造費（３７７億余円）、都民住宅入居者の家賃負担軽減に要

する都民住宅等供給助成費（３１８億余円）、都営住宅等事業会計への繰出金（２９４億余円）であ

る。 
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  第６款 環境費 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１９年度         81,587         70,114            156         11,315     85.9 
平成１８年度         25,820         20,372              1          5,446     78.9 

額         55,766         49,741            155          5,869  比  較 
増(△)減 率         216.0         244.2           －         107.8  

 
環境費は、各種環境保全対策事業、自然保護対策事業、廃棄物対策事業等に要する経費を支出し

たもので、前年度に比べ４９７億余円（２４４．２％）の増となっている。この主な理由は、地球

温暖化対策推進基金の新規積立に要する管理費の増によるものである。 
環境費の主な内訳は、職員の給与や地球温暖化対策推進基金の積立てに係る管理費（５１８億余

円）、水環境対策、緑地保全対策、自然公園の管理等を行う自然環境費（５１億余円）、廃棄物の埋

立処分等を行う廃棄物対策費（４２億余円）等である。 
 
  第７款 福祉保健費 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１９年度        873,067        806,807              0         66,260     92.4 
平成１８年度        737,738        680,931              0         56,806     92.3 

額        135,328        125,875           0          9,453  比  較 
増(△)減 率          18.3          18.5     －          16.6  

 
福祉保健費は、福祉・保健・医療に係る施策の一体的・総合的な推進に要する経費を支出したも

ので、前年度に比べ１，２５８億余円（１８．５％）の増となっている。この主な理由は、心身障

害者扶養年金会計へ繰り出す障害者福祉費、及び福祉・健康安心基金の新規積立に要する管理費の

増によるものである。 
福祉保健費の主な内訳は、障害者（児）の自立生活への支援を行う障害者施策推進費（２，０７

８億余円）、高齢者の地域生活と自立への支援を行う高齢社会対策費（１，２７０億余円）、国民健

康保険や生活保護等に関する経費を支出する生活福祉費（１，２５６億余円）、総合的な保健サービ

スの向上を行う保健政策費（１，０８６億余円）、子育て環境の整備を行う少子社会対策費（９９３

億余円）である。 
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  第８款 産業労働費 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１９年度        262,516        255,243            284          6,988     97.2 
平成１８年度        250,382        239,465            641         10,275     95.6 

額         12,133         15,778 △         356 △       3,287  比  較 
増(△)減 率           4.8           6.6 △       55.5 △    32.0  

 
産業労働費は、雇用の安定、中小企業の振興、農林水産業対策、観光産業振興等に要する経費を

支出したもので、前年度に比べ１５７億余円（６．６％）の増となっている。この主な理由は、港

湾局からの土地の有償所管換に要する経営技術支援費の増によるものである。 
産業労働費の主な内訳は、中小企業制度融資等に係る商工業振興費（２，２３９億余円）、農林水

産費（１４２億余円）、高年齢者・障害者等の就業促進対策や公共職業訓練事業等を行う労働費（１

４０億余円）である。 
 

第９款 土木費 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１９年度        499,358        429,517         38,916         30,923     86.0 
平成１８年度        479,400        414,951         41,418         23,030     86.6 

額         19,957         14,566 △      2,501          7,893  比  較 
増(△)減 率           4.2           3.5 △        6.0          34.3  

 
土木費は、道路、橋りょう、河川、公園、霊園事業等に要する経費を支出したもので、前年度に

比べ１４５億余円（３．５％）の増となっている。この主な理由は、八王子中央有料道路の建設事

業費の一括償還費用に要する道路整備費の増によるものである。 
土木費の主な内訳は、道路橋梁費（２，９６０億余円）、中小河川や高潮防御施設等の整備及び河

川等の災害箇所の復旧等を行う河川海岸費（５８５億余円）、都立公園等の整備及び維持管理を行う

公園霊園費（５３４億余円）である。 
このうち、道路橋梁費の主な内訳は、都市計画街路の整備を行う街路整備費（１，８１９億余円）、

国が直轄施行する道路事業等に対する直轄事業負担金（３３６億余円）、道路整備費（２１９億余円）、

道路補修費（１５０億余円）、交通安全施設費（１３９億余円）である。 
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 第１０款 港湾費 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１９年度         71,841         56,061          2,806         12,972     78.0 
平成１８年度         82,718         69,562          3,351          9,804     84.1 

額 △      10,877 △      13,500 △         544          3,167  比  較 
増(△)減 率 △       13.1 △       19.4 △       16.2          32.3  

 
港湾費は、東京港、島しょ等の港湾・漁港・空港の建設整備、海岸保全施設・廃棄物埋立処分場

の建設等に要する経費を支出したもので、前年度に比べ１３５億余円（１９．４％）の減となって

いる。この主な理由は、東京港における海岸保全施設の建設整備に要する海岸保全施設建設費の実

績減によるものである。 
港湾費の主な内訳は、東京港や廃棄物埋立処分場の建設整備を行う東京港整備費（３４３億余円）、

伊豆諸島等の港湾や漁港の建設整備を行う島しょ等港湾整備費（２１０億余円）である。 
 
  第１１款 教育費 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１９年度        793,978        763,826              0         30,151     96.2 
平成１８年度        779,632        757,452              0         22,179     97.2 

額         14,346        6,374              0          7,971  比  較 
増(△)減 率         1.8         0.8           －              35.9  

 
教育費は、小学校・中学校の教職員の給与等、高等学校・高等専門学校・特別支援学校の運営、

都立学校等の整備、社会教育等の振興、学校の保健・給食の運営等に要する経費を支出したもので

ある。 
教育費の主な内訳は、都が負担する区市町村立小中学校の教職員の給与等に係る小中学校費（４，

３７３億余円）、都立高等学校の教職員の給与及び学校運営等に係る高等学校費（１，３１２億余円）、

退職手当及年金費（８０５億余円）、特別支援学校費（５７４億余円）、都立学校等の整備を行う施

設整備費（２４１億余円）である。 
 
  第１２款 学務費 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１９年度        149,716        146,204              0          3,511     97.7 
平成１８年度        145,762        144,045              0          1,716     98.8 

額        3,954        2,159              0        1,794  比  較 
増(△)減 率         2.7         1.5           －       104.5  
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学務費は、私立学校の助成及び公立大学法人首都大学東京の運営・整備等に要する経費を支出し

たものである。 
学務費の主な内訳は、私立学校教育の振興を図るため学校法人等に対し経常費補助等各種の助成

を行う私立学校振興費（１，２７８億余円）、公立大学法人首都大学東京支援費（１６６億余円）で

ある。 
 
  第１３款 警察費 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１９年度        636,278        609,526          1,239         25,512     95.8 
平成１８年度        617,573        600,942            321         16,309     97.3 

額         18,704        8,584            917          9,203  比  較 
増(△)減 率           3.0         1.4         285.7          56.4  

 
警察費は、警察行政の運営、警察諸施設の整備等に要する経費を支出したものである。 
警察費の内訳は、職員給与等の警察管理費（４，９２２億余円）、退職手当及年金費（４８９億余

円）、交通安全施設の整備・管理や警察活動に係る警察活動費（３３３億余円）、警察庁舎等の建設・

改修・維持管理等を行う警察施設費（３４９億余円）である。 
 

第１４款 消防費 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１９年度        247,996        240,467            156          7,372     97.0 
平成１８年度        240,235        234,617              0          5,617     97.7 

額          7,761          5,849            156         1,754  比  較 
増(△)減 率         3.2         2.5           －        31.2  

 
消防費は、消防行政の運営、消防諸施設の整備等に要する経費を支出したものである。 
消防費の主な内訳は、職員給与等の消防管理費（１，９３２億余円）、退職手当及年金費（２１０

億余円）、消防装備の整備や防災・救急救助・予防業務等を行う消防活動費（１７１億余円）、消防

庁舎等の建設・改修や消防水利の整備等を行う建設費（６２億余円）である。 
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第１５款 公債費 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１９年度        628,128        628,119              0              8    100.0 
平成１８年度        823,991        823,981              0             10    100.0 

額 △     195,863 △     195,861              0 △           1   比  較 
増(△)減 率 △       23.8 △       23.8           － △       10.0  

 
公債費は、一般会計における都債の元金償還、利子の支払、減債基金への積立て、発行・償還手

数料等に要する経費（公債費会計繰出金）、各基金からの繰替運用の利子を支出したもので、前年度

に比べ１，９５８億余円（２３．８％）の減となっている。この主な理由は、減債基金積立金の実

績減によるものである。 
公債費の主なものは、公債費会計繰出金（６，２８１億余円）である。 
 

  第１６款 諸支出金 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１９年度      2,155,971      2,139,773              0         16,198     99.2 
平成１８年度      1,899,773      1,863,821              0         35,951     98.1 

額        256,198        275,951              0 △      19,753  比  較 
増(△)減 率          13.5          14.8           － △       54.9  

 
諸支出金は、前年度に比べ２，７５９億余円（１４．８％）の増となっている。この主な理由は、

財政調整基金及び社会資本等整備基金への積立金の増によるものである。 
諸支出金の主な内訳は、他会計支出金（１兆３，３９４億余円）、財産費（４，６７２億余円）、

諸費（３，３２６億余円）である。 
このうち、他会計支出金は、特別会計繰出金（１兆６１２億余円）、公営企業会計支出金（２，７

８１億余円）である。特別会計繰出金の主な内訳は、特別区財政調整会計繰出金（１兆１７６億余

円）、用地会計繰出金（３９３億余円）であり、公営企業会計支出金の主な内訳は、下水道事業会計

支出金（１，９８０億余円）、病院会計支出金（３９１億余円）、高速電車事業会計支出金（２９３

億余円）である。 
財産費の主な内訳は、法人事業税国税化対策特別基金積立金（２，１８４億余円）、財政調整基金

積立金（１，４５４億余円）、東京オリンピック開催準備基金積立金（１，０００億円）である。 
諸費の主な内訳は、地方消費税交付金（１，７４４億余円）、過誤納還付金（７３７億余円）、利

子割交付金（２７９億余円）、自動車取得税交付金（２７７億余円）である。 
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  第１７款 予備費 
                                      （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１９年度          5,000              0              0          5,000        0 
平成１８年度          5,000              0              0          5,000        0 

額              0              0              0              0  比  較 
増(△)減 率           0.0           －           －           0.0  

 



 - 29 -

（２）特別会計 
                                       （単位：百万円、％） 

増（△）減 
 平成１９年度 平成１８年度 

額 率 
 歳入（収入済額） ４，４７６，３５９ ４，７４３，９８５ △ ２６７，６２６  △   ５．６

 歳出（支出済額） ４，３３９，３６３ ４，５９６，０７０ △ ２５６，７０６ △   ５．６

差    引   １３６，９９５   １４７，９１５ △  １０，９１９  △  ７．４

 
都は、特定の事業を行うため、又は特定の歳入をもって特定の歳出に充てるため、一般会計とは

別に、特別区財政調整会計など１７特別会計を設置し、その経理の明確化を図っている。 
予算・決算状況について見ると、表５（１０ページ）のとおり、特別会計の合算額で、収入率９

７．３％（前年度比０．５ポイント減）、執行率９７．２％（前年度比０．５ポイント減）となって

いる。 
会計別の執行状況は、〔第４ 局別事項〕において、各局所管の会計について説明している。 



 - 30 -

 



 - 31 -

  ３ 資金収支状況 
平成１９年度における各会計の収支実績及び資金運用の状況は、表８のとおり、収入総額１１兆３，

１６７億余円に対し、支出総額は１１兆５８８億余円で、差引き、２，５７８億余円（一般会計１，

２０８億余円、特別会計１，３６９億余円）の収入超過となっている。 
資金収支状況について見ると、 
４月と５月は、都税収入が少ない一方、中小企業制度融資等の貸付け及び各種義務的経費の支出が

集中したため、収支は支出超過となり、前年度の一般会計等の繰越残高及び基金等からの繰替運用に

より対応している。６月に入り、３月決算法人の法人二税の収入があり、累計収支が黒字に転じたこ

とから、東京オリンピック開催準備基金など４基金への積立てを行った。 
７月は、固定資産税・都市計画税の第１期分収入及び国から地方消費税の納付があり、余裕資金が

増加した。８月は、大きな都税収入がないなか、利子割交付金、自動車取得税交付金などを区市町村

に交付したことから、単月では支出超過となった。９月は、１２月決算法人の中間申告による法人二

税の収入があったが、所得譲与税の廃止や地方特例交付金の減少、特別区財政調整交付金などの支出

により支出超過となった。 
１０月は、固定資産税・都市計画税の第２期分の収入があり余裕資金が増加したが、１１月には工

事代金など、各種の支出が増加したことにより単月では支出超過となっている。１２月は、私学助成

金及び期末手当等により支出は増加したが、３月決算法人の中間申告による法人二税の収入があり、

単月収支は収入超過となっている。 
１月は、固定資産税・都市計画税の第３期分の収入があり単月で収入超過となっている。２月は税

収が少なく、単月では支出超過となっている。３月は、法人二税、固定資産税・都市計画税第４期分、

国庫支出金、各種貸付金の返還等の収入があったが、年度末を控えて支出が増加したことや、法人事

業税国税化対策特別基金への積立てを行ったことにより、単月で支出超過となっている。 
以上のとおり、単月においては収入・支出超過が見られ、４月と５月は累計収支が赤字となったも

のの、６月以降の累計収支については黒字となっている。 
会計管理局で運用した歳計現金等の利子収入について見ると、前年度に比較して平均預託残高は減

少したものの、運用利回りの上昇により、表９のとおり、前年度の１０億１，８２６万余円から２９

億５，３３７万余円（一般会計２９億１，７０２万余円、特別会計３，６３５万余円）へと増加して

いる。 
また、資金不足に対して行った基金からの一時繰替借に要した利子は１０４万余円であった。 
なお、金融機関からの一時借入れはなかった。 
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平 成 １ ９ 年 度 東 京 都 各 会 計 

(表８) 

区 分 
平成１９年 
４ 月 ５ ６ ７ ８ ９ １０ 

収 入 493,923 544,181 1,899,046 1,062,658 594,785 781,398 656,475

一 般 会 計 131,367 226,233 1,574,002 595,584 269,688 507,782 414,962

 
特 別 会 計 362,557 317,948 325,044 467,074 325,097 273,616 241,513

支 出 661,373 674,046 998,732 648,666 960,962 889,864 483,152

一 般 会 計 408,584 324,570 715,652 413,592 472,929 475,928 317,910

 
特 別 会 計 252,788 349,476 283,080 235,074 488,034 413,936 165,242

収 支 差 引 △167,449 △129,865 900,315 413,992 △366,178 △108,467 173,323

累計収支差引 

( A ) 
△167,449 △297,315 603,000 1,016,992 650,814 542,348 715,670

一時借入金残高 

( B ) 
0 0 0 0 0 0 0

一時繰替借残高 

( C ) 
0 113,000 0 0 0  0 0

一時繰替貸残高 

( D ) 
0 0 0 0 0 0 0

翌年度繰越額 

( E ) 
0 0 0 0 0 0 0

当年度資金残高 

( F=A+B+C-D-E ) 
△167,449 △184,315 603,000 1,016,992 650,814 542,348 715,670

前年度・翌年度 

資金残高  ( G ) 
838,548 222,515 0 0 0 0 0

資 金 残 高 

( F+G ) 
671,098 38,201 603,000 1,016,992 650,814 542,348 715,670

（注） 各会計の計数は端数四捨五入のため、他のページの該当する数値と一致しないことがある。 
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収 支 実 績 及 び 資 金 運 用 状 況 

（単位：百万円） 

 
１１ 

 
１２ 

平成２０年 
１ 月 

 
２ 

 
３ 

 
４ 

 
５ 

計 

431,848 1,266,511 621,407 616,724 1,693,686 141,698 512,369 11,316,708

228,923 992,298 382,790 239,293 1,054,109 128,349 94,969 6,840,348

202,925 274,213 238,618 377,431 639,577 13,349 417,400 4,476,360

573,050 827,880 424,352 828,256 1,717,792 337,669 1,033,103 11,058,896

348,085 598,533 269,951 369,329 1,030,646 329,988 643,836 6,719,533

224,965 229,347 154,400 458,927 687,146 7,681 389,267 4,339,364

△141,203 438,631 197,055 △211,532 △ 24,106 △195,971 △520,735 257,811

574,467 1,013,099 1,210,154 998,622 974,517 778,546 257,811 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 257,811 

574,467 1,013,099 1,210,154 998,622 974,517 778,546 0 

0 0 0 0 0 △184,274 △151,316 

574,467 1,013,099 1,210,154 998,622 974,517 594,272 27,415 
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利 子 収 入 及 び 支 払 利 子 推 移 表 

（表９）                                   （単位：千円） 

区 分 平成 1５年度 平成 1６年度 平成 1７年度 平成 1８年度 平成 1９年度

利 子 収 入 20,261 101,795 190,901 1,018,267 2,953,377

一 般 会 計 19,815 101,069 190,520 1,006,870 2,917,024
 

特 別 会 計 445 726 380 11,397 36,353

一時借入金等支払利子 
（一般会計） 

1,288 2,261 308 153 1,047

（注）一時借入金等支払利子は、基金等からの一時繰替借に係るものである。 
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４ 財産管理の状況 
都有財産は、公有財産、物品、債権及び基金に大別され、財産に関する調書の平成１９年度末（平成

２０．３．３１）現在高及びその内訳は、表１０から表１３までのとおりである。 
 

（１）公有財産 
（表１０） 

分        類 区            分 平成１９年度末現在高 平成１８年度末現在高 増（△）減 

土            地 88,846,168.90 ｍ２    88,777,849.42 ｍ２ 

       68,319.48 ｍ２土地及び建物 

建            物 27,261,821.28 ｍ２    27,254,780.78 ｍ２ 

        7,040.50 ｍ２

山        林 所            有 7,648,146.85 ｍ２     7,648,146.85 ｍ２ 

            0.00 ｍ２

 上記の立木推定蓄積量 113,155.27 ｍ３       113,155.27 ｍ３ 

          0.00 ｍ３

分            収 14,408,761.97 ｍ２    16,601,761.97 ｍ２ 

 △   2,193,000.00 ｍ
２ 

上記の立木推定蓄積量 314,537.50 ｍ３       314,537.50 ｍ３ 

              0.00 ｍ
３

33   隻             33    隻              0    隻
船            舶 

5,525.82 総トン       5,525.82 総トン              0 総トン

浮            標 100    個             72    個             28    個

浮     桟     橋            595    個            594    個              1    個

浮 ド ッ ク        1    個              1    個              0    個

動        産 

航     空     機             14    機             13    機            1    機

地     上     権 19,583,140.16 ｍ２    21,773,876.67 ｍ２ 

 △  2,190,736.51 ｍ
２

地     役     権            162.60 ｍ２           162.60 ｍ２ 

              0.00 ｍ
２

鉱     業     権 14,067,200.00 ｍ２    14,067,200.00 ｍ２ 

              0.00 ｍ
２

物        権 

計 33,650,502.76 ｍ２    35,841,239.27 ｍ２ 

 △   2,190,736.51 ｍ
２

無体財産権 特     許     権 37    件             36    件           1    件

 著     作     権            260    件            246    件             14    件

商     標     権       48    件             45    件            3    件

意     匠     権              1    件              1    件              0    件

育 成 者 権        1    件              1    件              0    件

その他これらに準ずる権利             14    件             15    件 △           1    件

 

計       361    件            344    件           17    件

有 価 証 券 株            券 260,931,011,598 円   251,877,278,380 円 9,053,733,218 円

出資による権利 出資金及び出えん金 369,892,861,027 円   365,708,387,601 円   4,184,473,426 円

賃貸型土地信託              3    件              3    件              0    件

賃貸及び分譲型土地信託              1    件              1    件              0    件

不動産の信託 

の 受 益 権 

計        4    件              4    件              0    件

（注）1 土地の面積には、山林が含まれている。  
2 物権の地上権には、山林の分収が含まれており、分収は再掲である。 

      3 船舶は総トン数２０トン以上のものである。 
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〔主な増減事由〕 
・土地の増加は、主に、多摩ニュータウン事業用地（６万３，８９９．２９ｍ２ 

 ）の売却により減少した

ものの、都立公園用地（６万３，９１８．４９ｍ２ 

 ）及び小笠原国立公園敷地（１万８，２３１．９４

ｍ２ 

 ）を取得したことによるもの 
・建物の増加は、主に、東京都社会福祉事業団から旧東京都社会福祉総合学院の建物を寄付受領（５，４

２２．９６ｍ２ 

 ）したことによるもの 
・有価証券（株券）の増加は、主に、東京臨海高速鉄道株式会社に出資（１７億２，３００万円）したこ

とによるもの 
・出資による権利の増加は、主に、東京都道路公社への出資金（４０億９，５００万円）が減少したもの

の、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に出資（８０億８，１００万円）したことによるも

の 
である。 
 
（２）物品 
（表１１） 

平成１9年度末現在高 平成１8年度末現在高 増（△）減 

３４，２１１ 点 ３４，０７５ 点  １３６ 点 

 （注）取得価格１００万円以上のものである。 
        
〔主な増減事由〕 
・物品の増加は、主に、特殊用途自動車を購入（５９点）したことによるものである。 
 
（３）債権 
（表１２） 

平成１９年度末現在高 平成１８年度末現在高 増（△）減 

1,657,315,314,229 円 1,654,088,540,127 円  3,226,774,102 円 

 
〔主な増減事由〕 
・債権の増加は、主に、母子福祉資金貸付金（１２億９，４６９万余円）が増加したことによるものであ

る。 
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（４）基金 
 （表１３） 

平成１９年度末現在高 平成１８年度末現在高 増（△）減 

2,231,505,950,539 円 1,389,507,076,009 円    841,998,874,530 円 

 
〔主な増減事由〕 
・基金の増加は、主に、法人事業税国税化対策特別基金（２，１８４億７３７２万余円）、福祉・健康安全

安心基金（５４０億８，８８６万余円）、地球温暖化対策推進基金（５０２億４，１１２万余円）及びス

ポーツ・文化振興交流基金（２０１億２，２２１万余円）の新たな積立て、並びに東京オリンピック開

催準備基金（１，０１０億９，７０３万余円）及び財政調整基金（４１１億６，８８１万余円）の積立

てによるもの 
である。 
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